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 １．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    

道路斜面防災における「通行止め時間」は主に、①降雨時事前通行規制による時間(災害発生なし)、②災害等の

発生による時間の 2 要素からなる。道路ネットワークの信頼性を向上には、この「通行止め時間」の縮減が必須条

件であり、この条件を達成目標とした目標達成型の防災事業の推進にあたり、事業効果の評価技術の開発が求めら

れている。そこで、「通行止め時間」を指標とした評価技術の開発にあたり、実災害での崩壊土量と復旧時間との関

係から「通行止め時間」算出方法について報告する。 

    

2.2.2.2.    検討方法検討方法検討方法検討方法    

発災時に報告された資料を基に、崩壊土量と復旧時間(通行止め時間)との関係から、「通行止め時間」の評価指標

としての適用性を検討した。ここでの復旧日数は、道路が土砂災害後に最低限の交通確保ができる状態となること

を前提として、「全面通行止め災害の、復旧作業の開始から片側交通開放までの時間」と定義した。 

検討手順は以下のとおりである。 

(1) 有効災害データの抽出 

以下の①～④の条件で、直轄国道における災害報告から分析対象となる災害を抽出した。 

① H8 道路防災点検以降の、発災時の点検評価結果が特定できる土砂災害 

② 到達規模，発生規模，復旧規模 等，規模の記述がある災害 

③ 災害が発生した結果、全面通行規制になった災害 

④ 全面通行規制の実施時間が判明している災害 

(2) 復旧時間の見直し 

・単独災害について 

｢災害発生後の豪雨または豪雨の継続｣、｢周辺の事前通行規制｣、｢2 次災害の可能性｣等の復旧作業着手が遅れ

たと認められる災害を抽出し、以下に示す見直し基準を適応した。 

① 単独災害で、豪雨が原因での 2次災害のおそれがある場合 

発災直後のリセット時連続雨量が大きい(再現年数 1 年の連続雨量以上)災害について、連続雨

量のリセット直後を復旧開始時刻とする。ただし、夜間の場合は翌朝を復旧作業着手とする。 

・同一路線において複数の災害が発生した場合 

この場合、同時開放災害を抽出し、以下に示す見直し基準を適応した。 

① 同一路線での複数災害による進入障害があったと判断される場合 

進入障害因子の災害の片側交通開放時刻を復旧開始時刻とする。 

② 復旧開始時刻～規制開放の時間を復旧時間と考える。 

③ 同時開放災害の｢復旧時間あたり復旧土量｣を一定として、各災害の復旧時間を求める。 

ここで、③は合計復旧時間を各災害の復旧土量に比例配分することで、同時開放災害の復旧時間を求めるもので

ある。なお、復旧土量のデータがない場合に、1.復旧時間を到達土量に比例配分させる、2.個々の災害に妥当と考

えられる車両誘導施設の設置等を見込み、１時間以内の想定復旧時間を与える 2 つの方法を適宜採用した。 
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3.3.3.3.    検討結果検討結果検討結果検討結果    

(1) 有効災害データと復旧時間見直し対象災害について 

表-1 に H8 防災点検におけるランク別の内訳を示す。 

有効災害データとして抽出された災害は、162 件であった。ただ

し、①火山活動により復旧が遅れた災害、②土砂処理を行わなかっ

た災害が確認されされたことから、この 2 件を除く 160 件を対象と

して整理を行った。この中で復旧時間の見直しの対象となる災害は、

概ね半数の 83 件であった。 

(2) 崩壊土量と復旧日数との関係 

図-1(1)～(2)に崩壊土量と修正前の復旧時間との関係を示す。 

復旧時間を見直すことにより、崩壊土量と復旧時間に比例関係が

得られた(図-1(2)参照)。したがって、災害が発生する可能性のあ

る斜面に潜在する崩壊土量を推定し、図-1(2)の関係を用いて潜在

する通行止め時間を推定することが可能と考える。 

道路ネットワークを踏まえた評価を行う場合、対象区間内に存在

する斜面毎のリスクを詳細評価する必要がある。そこで、個々の評

価を道路防災点検のランク毎に行なうこととし、表-2 に点検ランク

毎の回帰式を求めた結果を示す。要対策箇所災害，カルテ対応箇所

災害，点検不要箇所災害，点検対象外箇所災害 の復旧時間の大小

関係を明確にする目的で、切片の高さを座標原点に統一し、比例回

帰した(表-2 参照)。これまでの研究により、災害の発生しやすさが

｢要対策｣⇒｢カルテ｣⇒｢対策不要｣の順に大きいことが判明してい

るが、災害規模あたりの復旧日数も同様であることが解る。 

なお、図-1(2)の破線で囲まれた災害については、土砂による道

路の閉塞のみではなく、橋梁やトンネル坑口などその他の道路施設

の影響も考えられ、対策優先箇所選定の考え方の基礎資料となるこ

とから、今後さらにデータを分析して復旧長期化要因を抽出する予

定である。 

    

4444．まとめ．まとめ．まとめ．まとめ    

 道路斜面災害のリスク分析においては、道路ネットワークの直接

損失である通行止め時間の算定方法が明確ではなく課題となって

いた 1)。災害記録における復旧時間の修正を行い、崩壊土量と復旧

時間の関係を分析した結果、崩壊土量と復旧時間に相関性を確認す

るとともに、さらに防災点検ランクに応じて復旧時間に差があることが確認された。今後は、これまでの研究成果

である防災点検のカテゴリー毎に得られる災害潜在原単位との組み合わせにより、簡易かつ面的な防災対策の効果

の評価手法の確立を目指すとともに、事前通行規制基準の評価手法の確立に向けて、降雨による通行止め時間と災

害の捕捉の観点を考慮した検討を進める予定である。 

 

参考文献 

1)「道路斜面災害のリスク分析・マネジメント支援マニュアル（案）」、土木研究所資料第 3926号、2004.2 

表-2 散布図の比例回帰式 

 件数 回帰式 

要対策 30 D =0.00166･V 
カルテ対応 44 D =0.00090･V 

対策不要 20 D =0.00057･V 

点検対象外 66 D =0.00031･V 

※D：復旧日数[日]、V：復旧土量[m3] 

 

表-1 復旧時間見直し対象災害件数 

 
要対策 カルテ

対策
不要

点検
対象外  計

当初抽出数 30 44 21 67 162
火山活動で復旧が
遅れた災害 0 0 0 1 1
開放までに土砂処理が
行われていない災害 0 0 1 0 1
分析対象災害数 30 44 20 66 160
同時開放災害がない
復旧日数修正件数 4 1 1 0 6
同時開放災害のある
復旧日数修正件数 11 23 10 33 77
復旧日数修正件数合計 15 24 11 33 83  
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橋梁等その他の道路

施設 の影 響により 、

復旧日数が増加 

 
(2) 復旧日数見直し後 

図-1 崩壊土量と復旧日数との関係 
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